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１　はじめに
　全国各地で開催されている行祭事やイベント
は、地方自治体や諸団体、住民を含む参加者など
のステークホルダーによって実施、運営、管理が
なされている。特に地方自治体は、行祭事やイベ
ントにマンパワーや資金を投入していることが多
い。そのため、行祭事やイベントの効果について
一定の説明責任が求められる。その意味で、行祭
事やイベントに関わる経済効果の推計は重視され
るところである。
　本稿は、2012 年 10 月６日、７日に愛知県半
田市で開催された「第７回はんだ山車まつりアン
ケート調査報告書」の結果から、経済効果の推計
方法と手順をまとめたものである。調査にあたっ
ては、第７回はんだ山車まつり実行委員会から日
本福祉大学知多半島総合研究所に調査委託がなさ
れた。筆者は日本福祉大学知多半島総合研究所の
所員であり、調査の設計及び実施、推計に携わっ
た。調査報告書では、入込客数及び経済効果を記
載したが本稿では結果よりも、むしろ推計方法及
び手順に焦点をあてたい。なぜなら、行祭事やイ
ベントの経済効果についての研究や報告書が多数
あるが、入込客数の計測から経済効果までの一連
の過程を明らかにした出版物がそれほど無いから
である。本稿の内容は、まず入込客数の調査方法
について説明を行う。次に、調査報告書では愛知
県の産業連関表を用いた分析を行ったが、本稿で
は半田市内産業連関表の作成方法を説明すること
で、地域イベントの経済効果の推計について検討
する。最後に、本稿で述べた推計方法の課題につ
いて述べる。

２　入込客数の調査方法
２－１　入込客数の調査方法
　観光入込客は、主に行政や観光関連業界が行祭

事やイベントなどに訪れた来訪者、来場者のこと
を指した言葉である。一般的には観光入込客数と
言葉よりも来場者や来客数という名称の方が認知
されやすいので、行政や観光関連業界以外ではほ
とんど使われていなかった。しかしながら近年、
観光庁が観光入込客数の統計を取るための基準を
発表してから、観光入込客を使用する頻度が高く
なっている。そこで本稿でも行祭事やイベントの
来場者数や来訪者数のことを観光入込客数とし、
単に入込客数と略して表記する（１）。
　行祭事やイベントの経済効果を推計するために
は入込客数の計測が欠かせない。しかし、実際に
行祭事やイベントの入込客数を正確に計測するこ
とは存外難しい。難しい理由の第１は、煩雑な手
間や計測が必要になることだ。出入り口が限られ
ている場所や、博物館や美術館のような施設で
は、出入り口に入場者数を計測する係員をつけれ
ば入込客数を計測することは容易である。しかし
ながら、出入り口が限定されていない場所や街路
などの道路を使用して行われる行祭事やイベント
の場合、入込客数を計測する係員を複数の地点に
長時間配置するのは人的配置的にも費用的にも難
しい。このことは行祭事やイベントの規模が大き
くなればなるほど難しさが増してくる。第２の理
由は、行祭事やイベントの入込客数を計測する方
法や手法に必ずしも定まったものが無いことにあ
る。最も簡便な方法は、入込客を目で見て計測す
る目視による方法である。ところが、目視による
計測方法では、会場すべてを見通せない場合、計
測説明の客観性に欠けることがある。
　出入り口が不明確で観光地点の流出入が激しい
場合、ある地点の面積あたりの人数を数えて、行
祭事やイベントが開催された場所の総面積を乗ず
ることで入込客数を求める方法がある。この方法
の場合、面積あたりの人数を観測する地点を増や
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すことで計測説明の客観性を高めることができ
る。さらに、観測時間を増やすなどの方法を採れ
ば客観性が高まる。例えば、2008 年に開催され
た「盛岡のさんさ踊り」では、この方法を使って
入込客数を計測した（２）。また、社団法人日本観
光協会（３）や観光庁が基準となる方法を提案、公
表している。両者の方法は、ほぼ同じものであり、
式（１）で算出する。

（１）

　式（１）は、いくつかの調査ポイントを設定し
た上で計測した「単位面積あたりの利用者数」を
用いて入込客数を算出する方法である。ただし、「単
位面積あたりの利用者数」の計測はある一時点の
ものに過ぎない。通常、行祭事やイベントへの来
訪者は開催時間中に入れ替わる。そこで、開催時
間中に来訪者が何回入れ替わったのかをあらわす
「回転率」というパラメータを設定する。「回転率」
は来訪者が滞在した時間を使用して求めることが
多い。例えば、来訪者の平均滞在時間が２時間で
あり、開催時間が８時間であれば４回転（＝８÷
２）として求める。ただし、回転率などのパラメー
タについて観光庁の基準では「市区町村の観光特
性に応じて個別に設定する」（４）とあり、必ずしも
実測して求めた数値だけではなく、他の観光統計
資料や過去の実績などから設定するケースもある。

２－２　「第７回はんだ山車まつり」の入込客数
　　　の計測方法
　「第７回はんだ山車まつり」では、前述した観
光庁基準にしたがって入込客数の計測を行った。
入込客数の計測にあたって次の（ａ）から（ｅ）
までの設定及び調査をしなければならない。

（ａ）	調査ポイントの設定
（ｂ）	一定範囲の面積の設定
（ｃ）	回転数を求めるための滞在時間の調査
（ｄ）	観光地点面積の設定
（ｅ）	調査ポイントでの調査時間の設定

（ａ）	調査ポイントの設定
調査ポイントは 12カ所を設定した。詳細な
調査ポイントは図１にしめしている。来訪
者は名鉄知多半田駅と JR半田駅で降車する
ことが多く、両駅から山車が整列するメイ
ン会場の「さくら会場」まで徒歩で移動す
ることになる。来訪者の通路となる道路（５）

の両側には屋台、飲食店などが物販を行っ
ており、通路もまつり会場の一部として考
えることができる。そのため、「さくら会場」
まで徒歩で移動する道路も入込客数の計測
対象範囲としている。

（ｂ）	一定範囲の面積の設定
設定する一定範囲の面積は、狭く設定する
と面積あたりの人数を数えやすくなるが、
来訪者が密集している場合には過剰推計に
なる恐れがある。他方広く設定すると面積
あたりの人数を数え難くなる。そこで、ま
つり当日までの調査員との打合せにおいて、
最も適切な広さとして９㎡に設定した。

（ｃ）	回転数を求めるための滞在時間の調査
滞在時間は、別途アンケート調査より求め
た。調査票の質問項目に来場時間と退場時
間を答えてもらう項目をいれている。ただ
し、アンケート調査の回答者の中には、調
査時点で来訪してそれほど時間が経ってい
ない人もいる。そのような場合には、退場
時間については予定退場時間で回答しても
らうことにした。

（ｄ）	観光地点面積の設定
観光地点面積は、あらかじめ対象となる場
所を設定しておき、その場所の面積を用い
た。ただし、道路の面積は、両側に出店し
ている屋台分の面積を除外した。また、山
車が整列する「さくら会場」や「源兵衛橋
会場」については、イベントが行われるス
テージや出店している店舗分の面積を除外
している。
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（ｅ）	調査ポイントでの調査時間の設定
観光庁基準の方法では、最盛時の利用者数
を測定しなければならない。しかしながら
利用者が最大になる最盛時を過去の経験か
ら設定することは、やや恣意的であると考
えた。そこで、今回の調査では、まつりの
１日目（10 月６日）は午前 11 時から午後
７時まで、２日目（10 月 7 日）は午前 11
時から午後５時までの１時間毎に人数を数
えることにした。

　以上の設定及び調査より、「第７回はんだ山車
まつり」の入込客数を計測した。

３　経済効果の測定
３－１　都道府県レベル・地域レベルの産業連関
　　　表の作成
　前述したように、地域イベントの経済効果を測
定する場合には産業連関表を用いた分析が圧倒的
に多い。産業連関表を用いた分析は、来場者の消
費支出などの直接効果だけではなく、間接効果と
して地域内産業への経済波及も分析することがで
きるからである。
　国全体の産業連関表は 10 府省庁が共同で作成
し、都道府県レベルの産業連関表は各自治体が作

成している。また、経済産業省は、全国を９つの
地域に分割した地域内産業連関表及び、９つの地
域の産業連関表を連結した地域間産業連関表を作
成している。さらに、市町村レベルの産業連関表
を作成する自治体が増えている（６）。近年では、
都道府県間や都道府県内市町村間にある交易（経
済的取引）を明らかにするような地域間産業連関
表を作成する研究が精力的に行われている。例え
ば愛知県の知多半島地域では西村（2006）、西村
（2007）は愛知県内の地域を知多半島地域（７）と
それ以外の地域間の交易を考慮した地域間産業連
関表を作成している。
　市町村レベルの産業連関表の作成は、上述した
ようにいくつかの自治体でなされている。また、
作成方法についても簡便なものから複雑なものま
で多数ある。本稿では、本田・中澤（2000）で用
いられた既存の各種統計資料を利用した簡便な方
法にしたがい半田市内産業連関表（以下、市内産
業連関表と略す）を作成する（８）。

３－２　半田市産業連関表の作成方法
　市内産業連関表の作成手順は本田・中澤（2000）
に依拠している。ただし、作成手順は図２にあら
わしているように、①から⑤までの数値を順に求
めていく。

図１　調査ポイント

〈調査ポイント名〉
①知多半田駅前通り
②おおまた公園会場内
③平和通り１
　（JR半田駅前）
④平和通り２
　（ミツカン酢本社前）
⑤平和通り３
　（源兵衛橋）
⑥源兵衛橋会場内
⑦アイプラザホール内
⑧郵便局北側通り付近
⑨さくら会場１
　（グルメショッピングエリア）
⑩さくら会場２
　（山車整列会場）
⑪ミツカン運河沿い
⑫ミツカン本社付近
ただし、①～⑫までの調査ポイ
ント名は、調査時に用いた名称
であり、実際の正式な地名や名
称ではない。
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＜手順＞
（１）①市内生産額の推計
　市内生産額は、市内にある産業別生産額を『平
成 17 年（2005 年）愛知県産業連関表統計表
（110 部門表）』（以下、『県 110 部門表』と略す）
から県内産業別生産額を分割指標にもとづき按
分して求める。分割指標として『生産農業所得
統計』、『事業所・企業統計調査』、『商業統計』、『国
勢調査』の統計より、県全体と市内の産出額、
事業所数、従業者数などの比率である。ただし、
県の 110 部門産業の中には市内に存在しない
産業がいくつかある。これらについては市内生
産額を０とした。

（２）②中間投入と③粗付加価値の推計
　中間投入は、先に求めた①市内生産額に『県
110 部門表』から求めた中間投入係数を乗ずる
ことで推計する。他方、③粗付加価値も『県
110 部門表』から求めた粗付加価値係数を乗ず
ることで推計する。

（３）④最終需要の推計
　最終需要は、家計外消費支出、民間消費支出、
一般政府消費支出、市内総固定資本形成（公的）、
市内総固定資本形成（民間）、在庫純増の６つ
の項目から成る。
　家計外消費支出は、先に求めた③粗付加価値
部門の各産業部門別の家計外消費支出（列和）
を、『県 110 部門表』にある各産業別の家計外
消費支出割合に乗ずることで按分した。民間消
費支出、一般政府消費支出、市内総固定資本形
成（公的）、市内総固定資本形成（民間）、在庫
純増の各項目については、『県 110 部門表』に
ある各産業部門別の項目の数値を、県市比率に
乗ずることで按分した。按分に使用した県市比
率は表１にまとめている。

（４）⑤純輸移出の推計
　⑤純輸移出は、輸出と移出を加えたものから
輸入と移入を差し引いた純計である。本田・中
澤（2000）では、市内生産額から中間需要と

図２　産業連関表の作成手順の概念図 出所　本田・中澤（2000）より筆者修正

民間消費支出 県と市の人口及び全世帯１人あたりの１ヶ月分の支出額
（『国勢調査』、『全国消費実態調査』を使用）

一般政府消費支出 平成 17年度の県と市の一般会計歳出総額
（『地方財政統計年報』）

市内総固定資本形成（公的） 平成 15年度～ 17年度の３カ年度の県と市の投資的経費の平均
（『地方財政統計年報』を使用）

市内総固定資本形成（民間） 平成 17年度の県と市の総生産
（『愛知統計年鑑』、『あいちの市町村民所得』）

在庫純増 平成 18年の県と市の就業者数
（『事業所・企業統計調査』）

表１　各項目の県・市比率
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最終需要を差し引いて純輸移出のみを求めてい
る。しかし、本稿では後述するように純輸移出
のみではなく、輸出、移出、輸入、移入の各数
値を求めなければならない。そこで本稿では、
以下の方法でこれらの数値の推計を行った。
　まず、本田・中澤（2000）にしたがい、式（１）
により純輸移出を求める。

（１）

　次に、西村（2006）を参考に『県110部門表』
の輸出、移出、輸入、移入の数値を以下の式（２）
から（５）を用いて市内の各産業部門へ按分する。

（２）

（３）

（４）

（５）

　ここで、式（２）から（５）で求めた輸出、移出、
輸入、移入の合計と、式（１）で求めた純輸移
出とは別々に計算しているので一致しない。そ
こで、式（２）から（５）で求めた輸出、移出、
輸入、移入の合計を（１）で求めた純輸移出に
一致させる調整が必要になる。この調整は、市
の輸出、移出、輸入、移入の総和に対する式（１）
で求めた純輸移出の割合に、それぞれ市内の輸
出、移出、輸入、移入を乗じることで調整後市
の輸出、移出、輸入、移入を推計した（９）。

　以上の手順を踏まえれば、市内産業連関表が作
成できる。表２は、市内産業部門を 110 部門か
ら34部門に統合を行った市内産業連関表である。
また、輸出と移出をまとめて移輸出とし、輸入と
移入をまとめて移輸入としている。なお、34 部
門ある産業のうち、鉱業、情報・通信機器、電子

部品、精密機械は半田市内では生産していないの
で市内生産額は０である。
	
３－３　市内産業連関表を用いた「第７回はんだ
　　　山車まつり」の経済効果の測定
　市内産業連関表を用いて、第７回はんだ山車ま
つりの経済効果の測定を行う。経済効果の測定に
あたっては、以下の競争輸入型の地域均衡産出モ
デルを使用する。

　経済効果は以下の手順で測定する。
①　アンケート調査より、各項目の一人あたり
平均消費額を計算する。

②　アンケート調査より、各項目の対象者（来
訪者×購入割合）を計算する。

③　来訪者数により、来訪者全体の各項目の消
費総額を計算する。さらに、「まつり協賛会」
の支出額を計算する。

④　③の来訪者消費総額は、購入者価格表示な
ので商業マージン率と運輸マージン率から



70

表
２

　
半

田
市

内
産

業
連

関
表

（
34

部
門

表
）

そ
の

１
 （

単
位

：
10

0万
円

）



71

表
２

　
半

田
市

内
産

業
連

関
表

（
34

部
門

表
）

そ
の

２（
単

位
：

10
0万

円
）



72

表
２

　
半

田
市

内
産

業
連

関
表

（
34

部
門

表
）

そ
の

３
 （

単
位

：
10

0万
円

）



73

生産者価格表示に変換を行う。なお、商業・
運輸マージン率は総務省『平成 17年（2005
年）産業連関表（34部門）』より求めた。

⑤　④から生産者価格表示による来訪者消費額
を市内産業部門に振り分ける。

⑥　⑤の振り分けから『平成 17年（2005 年）
あいちの産業連関表（40部門）』の競争輸
入型逆行列係数を使い、第１次生産誘発額
を推計する。なお、使用した『平成 17 年
（2005 年）あいちの産業連関表（40部門）』
は、総務省『平成 17 年（2005 年）産業
連関表（34部門）』と部門数と産業部門の
まとめが異なるため、40 部門を 34 部門
に統合して計算をしている。

⑦　⑥の第１次生産誘発額によって増加した産
業部門ごとの生産額のうち、その県内産業
に従事する雇用者所得の増加を雇用者所得
率により計算する。雇用者所得率は、⑥に
おいて作成した『平成 17 年（2005 年）
あいちの産業連関表（34部門）』より、各
産業の雇用者所得÷各産業の生産額で計算
している。

⑧　⑦の増加した雇用者所得のうち消費に向
かう額を総務省『家計調査年報（平成 23
年）』の大都市圏（中京圏）データより得
られる平均消費性向 0.632（＝１ヶ月間の
消費支出 288,396 円÷１ヶ月の勤め先収
入 455,975 円）で計算を行う。

⑨　⑧の消費額を各産業部門に民間消費支出構
成比で按分する。なお、民間消費支出構
成比は、⑥において作成した『平成 17 年
（2005 年）あいちの産業連関表（34部門）』
より求める。

⑩　⑨より各産業別に増加した需要額（消費額）
のうち、県内消費（需要）を計算する。な
お、計算にあたっては増加した需要額（消
費額）に県内自給率ベクトルを乗ずること
で計算を行った。

⑪　⑩でもとめた増加需要額（消費額）に、⑥
において作成した『平成 17年（2005 年）
あいちの産業連関表（34部門）』の競争輸
入型逆行列係数を使い、第２次生産誘発額
を推計する。

⑫　⑦の第１次波及効果と⑪の第２次波及効果
の和から総生産誘発額としての経済効果を
求める。なお、上記の計算式では第１次生
産誘発額に直接効果（来訪者総消費額とま
つり実行委員会支出の合計）が含まれる。
そのため、最終的には直接効果と間接効果
（第１次間接効果と第２次間接効果）に分
けて図３にしめしていることに注意して欲
しい。

図３　経済波及の概念図

上述した手順で、第７回はんだ山車まつりの経済効果を推計することができる。
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５　むすび
　本稿は、2012 年 10 月６日、７日に開催され
た「第７回はんだ山車まつり」で調査した経済効
果の推計方法とその手順を述べた。
　推計方法の手順としては、まず入込客数の計測
を行い、次にアンケート調査やヒアリング調査に
よって、支出額及び滞在時間を調査する。そして、
地域内産業連関表を作成することで直接効果だけ
ではなく間接効果を含めた、より精緻な経済効果
を推計することができることを明らかにした。
　最後に本稿で述べた推計方法について課題を述
べる。まず、入込客数の計測では、精緻にすれば
するほど調査員数が必要になり、調査ポイントの
設定についても適切な設定が求められる。そのた
め、同様の調査を実施する場合には、行祭事やイ
ベントの実行委員との事前打ち合わせが必要であ
る。行祭事やイベントの実行委員は得てして実施、
運営、管理に時間を割きがちであるが、あわせて
効果測定のことも考慮することが必要である。次
に、支出額については、地域内外から業者が出店
する場合、実行委員会でも把握できない支出があ
り、どれだけ地域内に支出があったのかについて
は、もっぱら来訪者へのアンケート調査でしか把
握できない。出店する業者に聞き取り調査が可能
であれば、より正確な支出額を調査するこができ
る。さらに、地域内産業連関表の作成において、
本稿では簡便な方法を用いたが、公表された統計
資料だけで行うノン・サーベイ方式ではく、地域
内の事業者などに聞き取り調査を行うサーベイ方
式を用いれば、より正確な地域内産業連関表を作
成することができる。これらのことは、今後の課
題としたい。
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＜注一覧＞
（１）観光入込客について、観光庁（2013）は「日

常生活圏以外の場所へ旅行し、そこでの滞在
が報酬を得ることを目的としない者としま
す。本基準では、観光地点及び行祭事・イベ
ントを訪れた者を観光入込客とします。」	と
定義している。また、観光庁（2013）は、
同一人物の観光入込客が都道府県内にある複
数の観光地点を訪れたとしても、1人回と数
えて集計した値のことを観光入込客数と定義
している。以上の観光庁による定義を踏まえ
るなら、都道府県ベースで見た観光入込客数
は延人数よりも実人数に近い数値になるが、
行祭事やイベントごとで見た観光入込客数は
来場者数や来訪者数として捉えても良い。

（２）「祭りの人出、どうやって数えるの？」『朝
日新聞DIGITAL』（2008 年 8月 26 日）

（３）社団法人日本観光協会（1996）『全国観光
客数統計－観光統計の調査・集計方法の全国
統一－（全国観光統計基準の提案）』。なお社
団法人日本観光協会は 2013 年４月より公益
社団法人日本観光振興協会になった。

（４）	国土交通省観光庁（2013）『観光入込客統
計に関する共通基準　調査概要　平成 25 年
3月改訂版』p.12

（５）まつりの当日は、来訪者が使用する道路は
ほぼ歩行者天国になるように交通規制がなさ
れている。

（６）	例えば、兵庫県朝来市、京都府舞鶴市、北
海道札幌市、北海道釧路市など

（７）知多半島地域とは、愛知県知多半島にある
5市 5町（半田市、常滑市、東海市、大府市、
知多市、阿久比町、東浦町、南知多町、美浜
町、武豊町）のことをさす。

（８）半田市は 2006 年 3 月に策定した『半田市
産業・観光振興計画』において市内の産業連
関表を作成・公開している。しかしながら本
稿が分析対象としている 2012 年時点では、
少し古い DATA を使用しているため、新し
く作成することにした。

（９）例えば輸出であれば、調整後の市の輸出＝［純
輸移出÷（輸出、移出、輸入、移入の総和）］
×（式（2）で求めた市の輸出）になる。
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